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凡例  

○ 本文中、次の法令等については、以下のとおり記載している。 
 

法令等の名称 略記 
引用時の表

記 

建物の区分所有等に関する法律（昭和

37 年法律第 69 号） 

区分所有法 区法○ 

マンションの建替え等の円滑化に関す

る法律（平成 14 年法律第 78 号） 

マンション建替円滑

化法 

― 

マンションの再生等の円滑化に関する

法律（平成 14 年法律第 78 号） 

マンション再生円滑

化法 

再法○ 

マンションの再生等の円滑化に関する

法律施行令（平成14年政令第367号） 

マンション再生円滑

化法施行令 

再令○ 

マンションの再生等の円滑化に関する

法律施行規則（平成 14 年国土交通省

令第 116 号） 

マンション再生円滑

化法施行規則 

再省○ 

除却等の必要性に係る認定に関する基

準等を定める告示（令和３年国土交通

省告示第 1522 号） 

要除却等認定基準告

示 

― 

建築基準法（昭和25年法律第201号） 建築基準法 建基法○ 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第

338 号） 

建築基準法施行令 建基令○ 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成 18 年法律第

91 号） 

バリアフリー法 ― 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令（平成 18 年

政令 379 号） 

バリアフリー法施行

令 

― 

建築物の耐震改修の促進に関する法律

（平成７年法律第 123 号） 

耐震改修促進法 ― 

マンションの再生等の円滑化に関する

基本的な方針 

基本方針 基本方針○ 

 
○ 全ての法令等で、条項を記載する際には、「条」は算用数字、「項」は○付の算用数字、「号」

はローマ数字で表記している。また、他の条文を準用している場合には、準用する旨を規定

している条文、準用する条文の順番で列記している。 
 （例）区分所有法第 62 条第２項第三号 → 区法 62②Ⅲ 

  区分所有法第 64 条の６第３項により読み替えて準用する同法第 63 条第１項 

     →区法 64-6③、63① 

 



 

 

○ 管理組合の総会については、区分所有法では「集会」と表現するが、マンション管理や団地

の管理においては「総会」という表現が一般的に使われているため、本マニュアルでは、法

律の規定を引用する場合を除き「総会」と表現している。 


